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社会学部社会福祉学科

戸井　宏紀

【要旨】
平成28年12月に施行された再犯防止推進法では、

「犯罪をした者等のうち高齢者、障害者等であって
自立した生活を営む上での困難を有するもの及び
薬物等に対する依存がある者等に対しては、その
心身の状況に応じた適切な保健医療サービス及び
福祉サービスが提供されるようにすること」（第17
条）と規定し、刑事司法システムに関与したさま
ざまなニーズを持つ人への保健医療・福祉サービ
ス提供の重要性が強調された。そして、再犯防止
推進計画（平成29年12月閣議決定）においては、「犯
罪をした者等が、その特性に応じ、刑事司法手続
のあらゆる段階において、切れ目なく、再犯を防
止するために必要な指導及び支援を受けられるよ
うにすること」が、基本方針の一つとして掲げら
れた。

本研究は、刑事司法システムに関与することに
なった障害者の中でも、精神障害を抱える人に焦
点をあてて、司法手続きの各段階（警察段階、検
察段階、裁判段階、矯正段階、保護観察・社会復
帰段階）において、対象となる人が必要な支援を
途切れることなく受け、その社会復帰と回復を支
えていくための、より有効な地域連携と協働の仕
組みを明らかにすることを目的とする。そのため
に、米国の一州を対象として、州精神保健局その
他関係機関の役割、そして刑事司法システムと精
神保健福祉サービスとの連携状況について、関係
者から聞き取り調査を行った結果をもとに、今後
日本においても同様の地域連携を進めていく際の
課題について検討する。日米両国の固有の社会的
文化的文脈や背景も比較した上で、異なるシステ
ムをつなぐ有効な協働実践の仕組みを明らかにす
るとともに、地域包括ケアを深化させていく中で、

住みやすい地域を目指した刑事司法と精神保健福
祉サービスをつなぐ実践が求められる。

【キーワード】�刑事司法、精神障害者、精神保健福
祉サービス、再犯防止、地域連携

1　研究の背景と目的

刑事司法と社会福祉の領域をつなぐ実践は、刑
事司法システムの視点に立った再犯防止への制度
的な取り組みと、地域を基盤としたソーシャルワー
クを進めていく中で、罪を犯した高齢者や障害者
を支援対象として、この20年あまりの間に大きな
広がりを見せている。平成28年12月に施行された
再犯防止推進法では、「犯罪をした者等のうち高齢
者、障害者等であって自立した生活を営む上での
困難を有するもの及び薬物等に対する依存がある
者等に対しては、その心身の状況に応じた適切な
保健医療サービス及び福祉サービスが提供される
ようにすること」（第17条）と規定し、刑事司法シ
ステムに関与したさまざまなニーズを持つ人への
保健医療・福祉サービス提供の重要性が強調され
た。

そして、再犯防止推進計画（平成29年12月閣議
決定）においては、「犯罪をした者等が、その特性
に応じ、刑事司法手続のあらゆる段階において、
切れ目なく、再犯を防止するために必要な指導及
び支援を受けられるようにすること」が、基本方
針の一つとして掲げられた（法務省, 2017）。現在
は各地方公共団体において、国の再犯防止推進計
画を勘案した地方再犯防止推進計画を策定してい
く段階に来ている。

刑事司法システムに巻き込まれた障害者の中で
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も、精神障害を抱える人を対象とした研究は、こ
れまでは医療観察法の対象者への治療の有効性や、
社会復帰に焦点をあてたものが中心となってきた。
一方、医療観察法制度の枠外の、矯正システムを
はじめ、刑事司法システムの各段階に関与するこ
ととなった精神障害者とその社会復帰を対象とし
た研究は、限られたものとなっている。

本研究は、刑事司法システムに関与することに
なった障害者の中でも、精神障害を抱える人に焦
点をあてて、司法手続きの各段階（警察段階、検
察段階、裁判段階、矯正段階、保護観察・社会復
帰段階）において、対象となる人が必要な支援を
途切れることなく受け、その社会復帰と回復を支
えていくための、より有効な地域連携と協働の仕
組みを明らかにすることを目的とする。そのため
に、米国の一州を対象として、州精神保健局その
他関係機関の役割、そして刑事司法システムと精
神保健福祉サービスとの連携状況について、関係
者から聞き取り調査を行った結果をもとに、米国
各地で展開されているSequential Intercept Model 

（Munetz & Griffin, 2006） を取り上げ、今後日本に
おいても同様の地域連携を進めていく際の課題に
ついて検討する。

米国の刑事司法システムは、刑事施設への大量
収容をはじめ多岐にわたる問題を抱えているが、
矯正施設では精神疾患の症状がある被収容者の比
率が非常に高いことも、多くの研究によって報告
されている （Blandford & Osher, 2013; Bureau of 
Justice Statistics, 2017; James & Glaze, 2006）。ま
た、矯正施設に収容されている集団は、一般人口
集団に比べて精神疾患を抱えている割合が高いこ
とを、多くの研究者が指摘している（Blandford & 
Osher, 2013; Ford et al., 2009; O’Keefe & Schnell, 
2007）。

Sequential Intercept Modelは、 刑 事 司 法 に 巻
きこまれた精神障害者の置かれた状況を地域の課
題として捉え、包括的な視点からシステムの各段
階における介入の機会を探り、必要なサービスへ
と結びつけていく方策を検討していくための概念
枠組みとして、2000年代初頭に米国において開発
されたものである。現在は、本モデルを適用した
地域に根ざした実践が、全米各地で展開されてい

る（Bonfine & Nadler, 2019; Comartin, et al., 2021; 
Griffin, et al., 2015）。

このモデルは体系的に（1）地域の資源を評価し、
（2）必要なサービスとのギャップを特定し、（3）刑
事司法システムに不要に巻き込まれず安全にダイ
バートする機会を見定め、（4）6つの個別の司法判
断のポイントである “Intercepts” における改革を
実行していくための効果的な枠組みとして、過去
20年にわたり全米各地に広がってきたものである

（Wilson et al., 2018）。
そして、刑事司法と福祉の地域連携において

Sequential Intercept Modelの目的が最も効果的に
達成されるのは、精神保健・物質使用サービス、
警察、判決前サービス、裁判所、拘置所、刑務所、
保護観察、住居・保健・福祉サービス、当事者、
家族等から構成される関係者のチームが、異なる
システムを越えて、系統的かつ組織的に利用可能
な資源を評価し、サービスのギャップを特定し、
地域を変えていくための戦略的な地域計画の道具
として活用し、協働していくときであるとされる

（Policy Research Associates, 2021）。

2　方法

本研究では、米国の中でも歴史的に司法精神保
健福祉サービスが各地域に広く展開されてきてい
る北東部のコネティカット州を対象として、州精
神保健局その他関係機関の役割と、刑事司法シス
テムに巻き込まれた精神障害者の社会復帰に向け
た司法と福祉サービスとの連携状況を明らかにす
るために、関係者からの聞き取り調査を行った。

倫理的配慮として、調査実施に際し、東洋大学
ライフデザイン学部（報告者所属先：当時）研究
等倫理委員会の審査・承認を受けた。聞き取り調
査に先立ち、研究の目的と調査内容に関する説明
事項を記載した文書（Information Sheet）を提示・
説明し、打ち合わせの了解を得ることで、調査へ
の協力同意とした。

3　結果と考察

2019年3月、州精神保健局において司法サービス
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（Forensic Services） 部門のプログラム管理者らと
面談し、刑事司法手続きの各段階において、刑事
司法システムに巻き込まれた精神障害を抱える人
に対して提供されている治療・教育プログラムの
内容ついて情報提供を受けるとともに、地域にお
ける精神保健福祉サービスとの連携について聞き
取りを行った。

同州精神保健局による司法サービスは、（1）地域
司法サービス（Community Forensic Services）お
よび（2）地域移行サービス（Transitional Services）
の二つの部門で管理運営を分担しているが、そ
のプログラムの多くは地域のサービス提供機関 

（provider）が担い実行している。地域司法サービ
スは、警察段階から判決前までの段階において、
できる限り矯正施設に収容する形ではなく、地域
精神保健福祉の枠組みの中で、対象者の社会復帰
を支えようとするものである。地域のサービス提
供機関と連携し、危機介入チーム、拘置所ダイバー
ジョン/裁判所連携プログラム、女性拘置所ダイ
バージョン、代替薬物介入、判決前介入等のプロ
グラムが提供されている。

例えば危機介入チーム（Crisis Intervention Team:� 
CIT）は、刑事司法システムの最も前方に位置す
る警察段階におけるプログラムであり、警察官に
対する40時間（5日間）の精神保健に関するトレー
ニングや、臨床ライセンスを持つソーシャルワー
カーなど精神保健の専門家による警察官に対する
サポートを中心として構成されるものである。

危機介入チームは、警察、精神疾患や依存症を
抱える本人やその家族、精神保健と依存症の専門
家や支援者による、地域における連携プログラム
の一つである。これは、警察による危機介入時の
応答モデルとして、精神疾患や依存症を抱える人
が、疾病や症状に関連した行動によって刑事司法
システムに巻き込まれるのではなく、必要な医療
や治療サービスにアクセスできるよう支援するも
のである。

このプログラムでは、（a）精神疾患の症状がある
本人、警察官、通報者、そして通行人が傷つくこ
とを防ぐ、（b）逮捕ではなく必要な場合は精神保健
サービスへつないでいく、（c）警察対応・病院搬送
が繰り返されることを減らす、（d）自殺を減らす、

（e）精神疾患を抱える本人と家族からの警察官に対
する信頼感を向上させる、といったことを主たる
目的として、州内の対象地域においてチームによ
る介入が行われている。

コネティカット州では、検察段階および裁判段
階におけるダイバージョンプログラムを2000年か
ら州の全域で実施している。ダイバージョンプロ
グラムを実施するには刑事司法だけでなく医療・
福祉・精神保健サービスとのシステムを越えた協
働が重要になるが、この地域連携が行われてきた
のは、州の刑事司法システムに関与する人の中に
は、精神障害や物質使用障害を抱える人が多く存
在していることだけでなく、その対象者のニーズ
に裁判官や検察官も早くから気がついており、こ
うしたプログラムの開発と実行を支持してきたと
いう背景がある。

これに関連する地域司法サービスとしては、拘
置所ダイバージョン/裁判所連携プログラムが、州
内20ｹ所の地区裁判所において実施されている。こ
のプログラムではダイバージョンスタッフ（主に
臨床ライセンスを持つソーシャルワーカー）が、
精神疾患を抱える人、とりわけ物質使用との重複
障害のある人を対象にスクリーニング・アセスメ
ント・リファーラルを行い、裁判の過程の中で、
刑事施設への収容ではなく、地域精神保健サービ
スへとつなげていく。ダイバージョンスタッフは、
対象者が治療とサービスの利用を継続していくこ
とができるよう援助するとともに、裁判所に治療
コンプライアンスの状況を報告し、もし刑事施設
に収容された場合は、精神保健医療サービスへの
アクセスを支援していくことになる。

もう一方の、地域移行サービスとは、刑が確定後、
矯正施設に収容中から地域社会への移行段階にお
いて、地域の関係機関と連携して対象者の社会復
帰を支えようとするものであり、刑事司法統合プ
ログラム、リエントリー（社会復帰）プログラム、
移行ケースマネジメント、条件付き釈放サービス
等のプログラムが提供されている。

例えば、Advanced Supervision and Intervention 
Support Team （ASIST）と呼ばれるプログラム
は、伝統的な拘置所ダイバージョン/裁判所連携プ
ログラムでは支援が難しい重度の精神障害者など
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（“hard-to-divert population”）を対象として、州内
7つの地区の裁判所において実施されているもので
ある。このプログラムでは集中的臨床ケースマネ
ジメントの手法を用いて、一人の臨床家が最大25
ケースまでに限定して担当することにより、裁判
所、保護観察や仮釈放部門によるスーパービジョ
ン、物質使用障害に関するカウンセリング、そし
て就労支援など、従来のサービスも活用しながら、
社会復帰に向けた手厚い支援を行っていくもので
ある（Frisman et al., 2017）。

これらのサービスやプログラムを中心とし
て、調査対象としたコネティカット州において
は、刑事司法システムの各段階においてSequential 
Intercept Modelを活用することにより、州内の各
地域に根ざした形で、刑事司法と精神保健福祉サー
ビスとの地域連携が広く構築されている状況を確
認することができた。

4　おわりに

本研究では、刑事司法システムに巻き込まれた
精神障害者に対して、システムの各段階において、
Sequential Intercept Modelという概念枠組みを用
い、対象となる人の社会復帰を支えていくための、
異なるシステムをつなぐ有効な協働実践の仕組み
を明らかにするとともに、地域連携のあり方と可
能性について検討を行った。

冒頭触れたように、再犯防止推進計画における5
つの基本方針の第2番目には、「犯罪をした者等が、
その特性に応じ、刑事司法手続のあらゆる段階に
おいて、切れ目なく、再犯を防止するために必要
な指導及び支援を受けられるようにすること」が
掲げられた。これに対して多くの地方自治体にお
いては、地方再犯防止推進計画の策定を進めるに
あたり、地域共生社会の実現を目指していく中で、
これまでの地域福祉、高齢福祉、障害福祉など各
領域の行政計画とどのように関連づけ、整合性を
保ちながら地域の実情に応じた計画としていくか
が、課題となっている。

そして、保健医療・福祉サービスの利用の促進
も重要な施策として掲げられていることから、地
域包括ケアシステムを基盤として、精神障害の有

無や程度にかかわらず、誰もが地域の一員として
安心して自分らしい暮らしをすることができるよ
う「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」
を構築していく中に、罪を犯した人をどのように
包摂していくか、各地域での取り組みが始まろう
としている。その際には、刑事司法手続きの各段
階（警察段階、検察段階、裁判段階、矯正段階、
保護観察・社会復帰段階）において、対象となる
精神障害を抱える人が必要な支援を途切れること
なく受け、その社会復帰と回復を支えていくため
の、有効かつ実行可能な協働と連携の仕組みを、
それぞれの地域の特性を捉えて検討していくこと
が求められている。

再犯防止推進法のもと、法や制度に先導される
のではなく、地域における一つひとつのケースに
向き合う中から、刑事司法と社会福祉双方の制度
的課題についてシステムを越えて共有し、変革の
イニシアティブを取っていくことが、これからの
社会福祉実践に求められている。今回調査対象と
したのは、米国一州の取り組みに限定されている
が、日米両国の固有の社会的文化的文脈や背景も
比較した上で、異なるシステムをつなぐ有効な協
働実践の仕組みを明らかにするとともに、住みや
すい地域を目指した刑事司法と精神保健福祉サー
ビスの地域連携の課題と可能性について、さらな
る検討をしていきたい。
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